
9 

 

【 別紙 1 - 1 】 

要支援 利用料金 負担割合証１割の方（１ヶ月）  単位（円） 

 支援１ 支援２ 

基本料金 １,７９８ ３,６２１ 

＊運動器機能向上加算 ＊２２５ 

＊口腔機能向上加算 ＊１５０ 

＊選択的サービス複数実施加算（Ⅰ） ＊４８０ 

介護職員等処遇改善加算（Ⅱ） １ヶ月の利用料金（総単位数）の９.０％ 

食費 ４００×利用日数 

 

要支援 利用料金 負担割合証２割の方（１ヶ月）  単位（円） 

 支援１ 支援２ 

基本料金 ３,５９６ ７,２４２ 

＊運動器機能向上加算 ＊４５０ 

＊口腔機能向上加算 ＊３００ 

＊選択的サービス複数実施加算（Ⅰ） ＊９６０ 

介護職員等処遇改善加算（Ⅱ） １ヶ月の利用料金（総単位数）の９.０％ 

食費 ４００×利用日数 

 

＊は、今後算定要件を満たした場合、算定することもあります。 
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【 別紙１- 2 】 

要介護 利用料金 負担割合証１割の方（１ヶ月）  単位（円） 

 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 

基本料金 ５８４ ６８９ ７９６ ９０１ １,００８ 

入浴介助加算 ４０ 

個別機能訓練加算Ⅰイ ５６ 

＊個別機能訓練加算Ⅰロ ＊７６ 

＊ADL 維持等加算（Ⅰ） ＊３０ 

＊ADL 維持等加算（Ⅱ） ＊６０ 

＊口腔機能向上加算（Ⅰ） ＊１５０×２回まで 

介護職員等処遇改善加算（Ⅱ） １ヶ月の利用料金（総単位数）の９.０％ 

食費 ４００×利用日数 

 

要介護 利用料金 負担割合証２割の方（１ヶ月）  単位（円） 

 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 

基本料金 １,１６８ １,３７８ １,５９２ １,８０２ ２,０１６ 

入浴介助加算 ８０ 

個別機能訓練加算Ⅰイ １１２ 

＊個別機能訓練加算Ⅰロ ＊１５２ 

＊ADL 維持等加算（Ⅰ） ＊６０ 

＊ADL 維持等加算（Ⅱ） ＊１２０ 

＊口腔機能向上加算（Ⅰ） ＊３００まで 

介護職員等処遇改善加算（Ⅱ） １ヶ月の利用料金（総単位数）の９.０％ 

食費 ４００×利用日数 

 

＊は、今後算定要件を満たした場合、算定することもあります。 
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【別紙２】 加算減算となる介護保険対象サービスの説明 

対 象 加 算 科 目 内    容 

要介護 入浴介助加算 入浴中の利用者の観察を含む介助を行う場合。  

要介護 
個別機能訓練加算 

（Ⅰイ） 

時間帯を通じ看護職員等を機能訓練指導員として配置し、ご利用者の居宅を訪問し

た上で個別機能訓練計画を作成、３カ月毎に１回以上訪問、計画の進捗状況の説

明・見直し等を行いながら、適切な機能訓練を行った場合加算。 

要介護 
個別機能訓練加算  

（Ⅰロ） 

看護職員等を機能訓練指導員として配置し、上記Ⅰと同等の要件の下で、生活機能

向上に資する計画を作成、類似の目標を持ち同様の訓練内容が設定された5人程度以

下に対し機能訓練指導員が直接訓練を行った場合加算。 

要介護 ＡＤＬ維持等加算（Ⅰ） 

評価期間に連続して６月以上利用した期間の集団について、以下の要件を満たすこ

と。イ.総数が10名以上であること。ロ.利用者全員について、利用開始月と当該月

の翌日から起算して6か月目において、Barthel indexを適切に評価できるものがADL

値を測定し、測定した日が属する月ごとに厚労省に提出している。③利用開始月の

翌月から起算して6ｶ月目の月に測定したADL値から利用開始月の測定したADL値を控

除して得た値に、初月のADL値や介護認定の状況等に応じていっていのの値を加えた

ADL利得の上位及び下位それぞれ1割の者を除く評価対象利用者のADL利得を平均して

得た値が、1以上である事。 

要介護 ＡＤＬ維持等加算（Ⅱ） 
・ADL維持等加算（Ⅰ）のイ.ロ要件を満たす事。・評価対象者のADL利得を平均して

得た値が2以上である事。 

要支援 運動器機能向上加算 
運動器の機能向上等を目的にご利用者に対し、計画を作成、計画→評価→見直し等

運動器機能向上サービスを行った場合に加算。 

要支援 

要介護 
口腔機能向上加算 

口腔機能が低下している等のご利用者に対し、計画を作成、計画→評価→見直し等

口腔機能向上サービスを行った場合に加算。 

要支援 
選択的サービス複数 

実施加算（Ⅰ） 

ご利用者に対し、運動器機能向上サービス、口腔機能向上サービス等複数サービスを

１月の間に複合的に実施した場合に加算。ただし、それぞれを個別で加算の算定をし

ている場合においては、算定しません。 

要支援 

要介護 

介護職員等処遇改善加算

Ⅱ 

介護現場で働く職員の処遇改善を行い、人材確保に努め、良質なサービス提供を 

続けることが出来るようにするための加算。 

１ヶ月あたりの総単位数に加算率をかけて算定される。 

要介護 送迎減算 
ご利用者に対して、居宅と事業所との間の送迎を行わない場合。 片道▲４７単位 

する。 

 

上記料金表について説明を受け、同意いたします。 

 

令和  年  月  日 

 

住所：                       

氏名：                      ㊞ 


